
 

 

磐梯町特定事業主行動計画 

（第 3期・改訂） 

平成 28 年度～平成 32 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 28 年 3月 
 

磐 梯 町 



目  次 

第１章 総 論 

１ 目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

２ 計画期間・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

３ 計画の推進体制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 

第２章 具体的な取組事項 

１ 妊娠中及び子育て中の職員に対する配慮について・・・・・・・・・２ 

① 既存の諸制度の周知徹底・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

② 妊娠中及び子育て中の職員に対する業務上の配慮・・・・・・・・２ 

③ 子どもの出生時における父親の休暇の取得の促進・・・・・・・・２ 

２ 育児休業等を取得しやすい職場環境の整備等について・・・・・・・３ 

① 育児休業及び部分休業制度等の周知・・・・・・・・・・・・・・３ 

② 育児休業及び部分休業を取得しやすい職場環境の整備・・・・・・３ 

③ 育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援・・・・・・・・３ 

④ 育児休業に伴う臨時的任用職員の活用・・・・・・・・・・・・・３ 

３ 時間外勤務の縮減について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

① 事務の簡素合理化の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

② 人員の適正配置の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

③ 時間外勤務の縮減のための意識啓発等・・・・・・・・・・・・・４ 

④ ノー残業デーの徹底・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

⑤ 職員の健康管理の強化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

４ 年次有給休暇等取得の促進について・・・・・・・・・・・・・・・５ 

① 休暇取得のための意識啓発等・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

② 年次有給休暇の計画的取得の促進・・・・・・・・・・・・・・・５ 

③ リフレッシュ休暇及び連続休暇等の取得の促進・・・・・・・・・５ 

５ 職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識等の是正のための取組・５ 

① 男女共同参画意識の啓発・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

② セクシャルハラスメントの防止・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

６ その他の次世代育成支援に関する事項・・・・・・・・・・・・・・６ 

① 子育てバリアフリー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

② 子ども・子育てに関する地域貢献活動・・・・・・・・・・・・・６ 

７ 女性の活躍推進に向けた取り組み・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

① 女性採用の拡大と目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

② 女性の管理職員を増やす取り組みと目標・・・・・・・・・・・・７ 

③ 男女を通じた働き方改革への取り組み・・・・・・・・・・・・・７ 



- 1 - 

 

第１章 総 論 

 

１．目的 

急速な少子化の進行は、我が国の社会経済全体への影響とともに、子どもの社会性の発

達など、子ども自身の育ちに対して重大な影響を及ぼすものであることから、今後、社会

全体として次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育成されていく環境の整備

を図ることが必要である。 

そのため、「行動計画策定指針」に掲げられた基本的視点を踏まえつつ、磐梯町が特定事

業主の立場として、職場で働く職員（磐梯町議会事務局、選挙管理委員会、教育委員会事

務局、その他地方公務員法以外の法令又は条例に基づく委員会の職員を含む。）が職場及び

家庭において子育ての意義についての理解を深め、仕事と子育ての両立を図ることができ

るよう次世代育成支援対策を計画的に推進するため、平成１９年から平成２３年を第１期、

平成２４年から平成２６年を第２期として「磐梯町特定事業主行動計画」を策定し推進し

てきたところであるが、職場の取り巻く環境も一層厳しい状況となってきており、職員一

人ひとりが仕事と家庭の両立を図ることができるような環境を整え、各職場において職員

だれもがいきいきと働き続けられるよう次世代育成支援への取組を進めることを目的とす

る。 

また、平成２７年８月、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律が制定された

ことにより、平成２８年３月、第１５条の規定に基づく女性職員の活躍の推進に関する特

定事業主行動計画を追加、計画期間を平成２８年度から５年間とする改訂を行った。 

 

２．計画期間 

平成２８年４月１日から平成３３年３月３１日までの５年間 

 

３ 計画の推進体制 

本計画を実効性のあるものとするため、以下の４点の推進体制を整備する。 

 

① 次世代育成支援対策に関する管理職や職員に対する研修・講習を実施する。また、

次世代育成支援に関する既存の諸制度に関する啓発資料を作成・配布するなど情報の

提供をして、職員に周知徹底を図る。 

② 社会情勢によって変化する職員の次世代育成支援に対するニーズを的確に掌握する

ことを目的として、必要に応じて職員アンケートや意見聴取を実施し、今後の対策や

計画の見直しを図る。 

③ 職員の仕事と子育ての両立等についての相談・情報提供を行う窓口を設置して、次

世代育成の相談を受けられる体制の整備を図る。 

④ 本計画を推進する上で、所属長の果たす役割は極めて大きいものがある。所属長は、

次世代育成支援に関する職員の意識向上や、職場環境の整備については、所属長の責

務であることを再認識するとともに、自ら率先垂範して本計画の推進に努める。 
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第２章 具体的な取組事項 

 

本計画では、仕事と家庭の調和（ワークライフバランス）を実現できるような職場環境

づくりを目指すため、次にあげる具体的な取組事項の推進を目標とする。 

なお、新たな休暇制度、勤務形態、雇用形態など、公務員の勤務条件に関する法制度の

改正があった場合は、任命権者等は次世代育成支援の観点からも十分に検討を加え、本計

画の目標に資する事項については、その都度必要に応じて導入していく。 

 

１．妊娠中及び子育て中の職員に対する配慮について 

母性保護及び母性健康管理を適切かつ有効に実施する観点から妊娠中及び出産後の女性

職員に認められている特別休暇等の諸制度、また、仕事と家庭の両立を支援するために男

女を問わず認められている特別休暇等の諸制度については年々整備されてきている。 

しかしながら、妊娠中及び子育て中の職員が安心して仕事と家庭の両立を図るためには、

所属長をはじめとした職場の理解と協力が必要不可欠である。よって、職員に対して既存

の制度を周知徹底し、次世代育成支援は職場全体で取り組む課題であるという職員意識の

向上を図るとともに、女性職員のみならず男性職員も積極的に子育てに参加できる職場環

境の整備に取り組む。 

 

① 既存の諸制度の周知徹底 

任命権者等は、職員の母性保護及び母性健康管理、仕事と家庭の両立支援の観点か

ら設けられている特別休暇等の制度及び出産費用の給付等の経済的支援措置に関する

情報を提供することで、職員に周知徹底を図る。 

② 妊娠中及び子育て中の職員に対する業務上の配慮 

任命権者等は、妊娠中及び子育て中の職員に対する業務上の配慮に関する情報を提

供することで、職員に周知徹底を図る。 

所属長は、妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、必要に応じて業務分担の見直しを

行うものとする。また、妊娠中・出産後１年を経過しない職員及び小学校就学の始期

に達するまでの子どもを養育している職員からの申し出があった場合には、深夜勤務

及び時間外勤務の制限に配慮するものとする。 

③ 子どもの出生時における父親の休暇の取得の促進 

任命権者等は、父親となる職員が子育ての始まりの時期に親子の時間を大切にし、

子どもを持つことの喜びを実感するとともに出産後の配偶者の支援に対する「配偶者

の出産休暇（３日取得率目標１００％）」を周知し、所属長は対象職員に対し休暇取得

の促進に努める。 
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２．育児休業等を取得しやすい職場環境の整備等について 

育児休業や部分休業の実績を見ると、平成２２年度から平成２６年度において出産した

女性職員の育休取得率は１００％であるのに対し、男性職員は取得実績がないのが現状で

ある。育児休業の取得率については、女性職員１００％、男性職員２５％を目標とする。

また、平成２２年度から配偶者が育児休業を取得している職員についても、育児休業する

ことができること及び子の出生からの一定期間内に最初の育児休業を取得した職員につい

て、再度の育児休業をすることができる制度をしている。 

子育ては男女が協力して行うべきものとの視点に立った取り組みとして、育児休業等を

希望する職員（特に男性職員について）に対し、その円滑な取得の促進等を図るため、既

存制度の周知徹底による職員意識の向上と、取得しやすい職場環境の整備に努める。 

 

① 育児休業及び部分休業制度等の周知 

任命権者等は、育児休業等に関する資料の情報を提供することで、職員に育児休業

等の取得手続きや取得中の経済的な支援等について周知徹底を図る。特に配偶者が妊

娠した旨の申し出があった男性職員に対しては、希望により総務課において育児休業

等の制度や手続について説明を行う。 

② 育児休業及び部分休業を取得しやすい職場環境の整備 

任命権者等は、育児休業等を取得しやすい環境を整備するため、積極的な情報提供

等により育児休業等の制度の趣旨を周知徹底し、職場の意識改革を行う。 

③ 育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援 

所属長は、育児休業を取得した職員がスムーズに職場復帰できるよう支援する。特

に休業期間中は積極的に電話やメール等で情報提供を行うとともに、職場復帰に向け

ての風土づくりに努める。 

④ 育児休業に伴う臨時的任用職員の活用 

所属長は、所属職員の妊娠または配偶者の妊娠により育児休業を取得する旨の申し

出があった際には、育児休業を取得できる職場環境の整備を図るため、所属内の人員

配置、事務分担の見直しを検討する。また、任命権者等に対して臨時的任用職員の活

用による代替要員の配置を要請し、これを受けた任命権者は、必要に応じてその確保

に努める。 
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３ 時間外勤務の縮減について 

職場における、恒常的な時間外勤務は、子育てをする職員にとって大切な子どもに触れ

合う時間を奪うだけでなく、時間外勤務による過重労働は、職員の健康状態に対しても重

大な影響を及ぼすものである。 

時間外勤務を縮減するためには、事務の簡素合理化による職場環境の整備や、更なる人

員の適正配置、時間外勤務は本来公務のための臨時又は緊急の必要がある場合に行われる

勤務であるという職員意識の向上を図る必要がある。 

 

① 事務の簡素合理化の推進 

所属長は、職場における定例・恒常的業務に係る事務処理マニュアル化など、事務

の簡素合理化の推進により効率的な事務遂行を図り、時間外勤務の縮減に努める。 

② 人員の適正配置の推進 

任命権者等は、所属長へのヒアリング等を通じて各職場における人員の適正配置に

努めるとともに、所属長は日頃から、職場の係・担当業務を超えた応援体制の整備な

どにより繁忙期における時間外勤務の縮減に努める。 

③ 時間外勤務の縮減のための意識啓発等 

任命権者等は、時間外勤務縮減の取組の重要性に関する意識啓発を図り、時間外勤

務の多い部署については所属長へのヒアリングを行った上で、業務改善に向けた助言

を行う。 

所属長は、時間外勤務命令の事前命令・事後確認を徹底するとともに、所属職員の

時間外勤務の状況を常に把握するものとする。 

④ ノー残業デーの徹底 

任命権者等は、職員の健康管理のため、週に１回「ノー残業デー」を設定し、職員

に周知徹底するとともに、定時退庁ができない職員が多い部署を把握し、所属長への

指導の徹底を図る。 

⑤ 職員の健康管理の強化 

任命権者等は、過重労働が職員の健康状態に及ぼす影響に配慮し、恒常的に時間外

勤務が多い職員に対しては、所属長を通じて必要であれば産業医・衛生管理者等によ

る保健指導を実施するなど、職員の健康管理に配慮する体制整備に努める。 

  



- 5 - 

 

４ 年次有給休暇等取得の促進について 

年次有給休暇等取得の促進は、子育て中の職員に大切な子どもと触れ合う時間の確保と

なるだけでなく、職員の健康管理、職務に対する能率向上に寄与するものである。 

年次有給休暇の取得を促進するためには、休暇取得に対する職員意識の向上を図るとと

もに、休暇の取得を容易にする職場環境の整備が必要となる。 

 

① 休暇取得のための意識啓発等 

任命権者等は、定期的に休暇取得のための啓発等を実施し、取得促進の周知を図る

ことで職場の意識改革を行うとともに、取得状況の確認を行い、必要に応じて所属長

へ取得促進に関する助言・指導を行う。 

② 年次有給休暇の計画的取得の促進 

所属長は、職員が気兼ねなく年次有給休暇を取得できるよう、事務処理において相

互応援ができる体制を整備するとともに、所属職員の年次有給休暇の取得状況を把握

し、計画的な年次有給休暇の取得を指導する。 

③ リフレッシュ休暇及び連続休暇等の取得の促進 

任命権者等は、職員のリフレッシュ休暇制度を周知し、所属長は対象者に対し、完

全取得できる環境を整える。また、土日や祝日、夏季休暇と組み合わせて年次有給休

暇を取得することを推進し、連続休暇等の取得を促進する。 

 

このような取り組みを通じて年次有給休暇については、２０日中１５日（７５％）以

上の取得を目標とする。 

 

５ 職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識等の是正のための取組 

職員の仕事と子育ての両立を支援するためには、障害となっている「育児より仕事が大

事」といった職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識に基づく職場における慣行等を

解消し、男女共同参画意識の向上を図ることが必要である。 

 

① 男女共同参画意識の啓発 

任命権者等は、職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識にとらわれず、男女が

互いに協力して子育てを行うなどの男女共同参画意識の向上を図るためこの件に関す

る資料を提供することにより職員に対する意識啓発を行う。 

② セクシャルハラスメントの防止 

任命権者等は、セクシャルハラスメントが犯罪であることを職員に周知徹底し、そ

の防止に努めるとともに、特に所属長に対しては、日頃から所属職員に注意喚起を促

すように指導する。 
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６ その他の次世代育成支援に関する事項 

次世代育成支援、つまり次代の社会を担う子どもが生まれ、かつ、育成されていく環境

の整備を図るため、特定事業主に課せられた役割は、ただ単に職場で働く職員に対する雇

用主としての立場での取組で終わるものではなく、社会全体にも働きかける役割も担うも

のである。 

特定事業主としての立場で、以下の取組を積極的に推進することで、社会全体における

仕事と子育てを両立しやすい環境整備づくりに努める。 

 

① 子育てバリアフリー 

任命権者等は、役場庁舎、中央公民館等の公共施設において、授乳室・ベビーベッ

ド等の設置を進めることで、乳幼児を連れてきた保護者の利便性の向上を図るととも

に、公共施設を気兼ねなく利用できるよう、親切な応接対応等を推進する。 

② 子ども・子育てに関する地域貢献活動 

任命権者等は、子どもの多様な体験活動等の機会の充実を図るため、小中学生の社

会科見学、職場体験学習等に協力するとともに、子どもが参加する地域の行事・活動

に対し、公共施設の敷地や施設の提供に努める。 

地域住民が安心して子どもを産み健やかに育てられる地域社会の環境整備を図るた

め、職員は地域の一員として子どもの健全育成のための活動、交通安全活動、防犯・

少年非行防止活動等の地域貢献活動に積極的に協力する。 
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７ 女性の活躍推進に向けた取り組み 

平成２７年８月、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律が制定されたことで

一般事業主はもとより地方公共団体にも、そこで働く女性職員の活躍推進に関する取り組

みを計画し公表することが義務づけられた。 

それにより、働くすべての女性職員が、自らが持つ個性と能力を十分に発揮できるよう

な職場環境の整備がより一層重要となっている。特に出産・育児などのライフイベントに

柔軟に対応し、ワーク・ライフ・バランスを反映した人事制度の構築が必要となる。 

 

女 性 職 員 の 推 移  

年度 H22 H23 H24 H25 H26 

女性職員比率 30.1(22) 34.7(25) 38.0(30) 37.2(29) 37.5(30) 

女性管理職比率 10.0(1) 11.1(1) 15.4(2) 16.7(2) 23.1(3) 

女性採用比率 100.0(1) 100.0(1) 87.5(7) 0.0(0) 20.0(1) 

うち一般事務 100.0(1) － 25.0(2) － － 

うち保健師 － － － － 20.0(1) 

うち保育所・幼稚園 － 100.0(1) 62.5(5) － － 

※単位は％、（ ）書きは人数。「－」は採用なし。 

① 女性採用の拡大と目標 

平成２２年度から平成２６年度までの実績を見ると、平成２２年度から平成２４年

度にかけて、本町における女性職員比率は上昇し、その後一定の水準を保っている。 

今後も意欲と能力のある優位な女性の採用に努める。また、知識・経験を蓄積した

女性の出産・育児等による離職を防ぐため、継続雇用を促進し、優秀な人材の確保に

取り組む。保育士・幼稚園教諭の採用においては、男性を採用することにより女性の

働きやすい環境がより一層整うため、男性の採用も積極的に推進するよう努める。 

これらの取り組みにより、平成３２年度までに一般事務の女性採用比率は５０％、

保育士・幼稚園教諭は９０％を目指す。 

② 女性の管理職員を増やす取り組みと目標 

本町の女性の管理職員比率は、平成２６年４月１日現在で２３．１％となっている。

今後も、女性職員の積極的な登用を図るため、職員の意欲と能力の把握に努めるとと

もにその能力を十分に発揮できるよう適材適所の人事配置に努め、女性職員の職域の

拡大と幅広い職務を経験できるように配慮する。 

これらの取り組みにより、平成３２年度までの女性管理職比率３０％を目指す。 

③ 男女を通じた働き方改革への取り組み 

育児や介護等の事情のため、すべての労働者等が十分な能力を発揮できるようにす

るためには、長時間労働を前提としない働き方の構築、人事評価への反映等これまで

の働き方に関する意識改革を推進する。 


